



















































































































れた生活指導担当教師（45 名）を対象に 360 時間の「生活指導担当者研修会」を実施した。講
習会や研修会とも個人相談や心理検査に重きが置かれた内容であった。 









れた。全国の 24 学級以上の高等学校 42 校に専任教導教師を配置し，研究費を支給した。しか
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３－２．「教導主任教師」の配置基準の設定と廃止 
1963 年 12 月，講習会を通して養成された教導教師をはじめとするカウンセラーによって，





れた。1972 年 7 月 KCA は教導主任の法制化のための法案を文教部に提出した。翌月，新設法





中・高等学校 1,553 校のうち，教導教師の未配置校は 16.9％（262 校），教導教師資格の未所
持者が配置されている学校は 21.9％（341 校）を占めていた。同年の教導教師資格所持者数は
























1997 年 12 月に「初・中等教育法」が公表された。同法に教員の資格に関する規定が包含さ 
－  －
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表 1 専門相談教師の養成課程の履修科目及び単位 
区分 履修領域または科目 履修単位 
共通必修 
心理検査，性格検査，特殊児相談，集団相談，家族相談，進路相談，相談の理
論と実践 14 単位以上 
（6 科目以上） 相談実習及び事例研究*「相談実習及び事例研究」は単位（教科目）を履修しな



































































可欠となった。2004 年 1 月改正の「初・中等教育法」に第 19 条の 2（専門相談教師の配置




定された。同法律第 14 条（専門相談教師の配置及び専担機構の構成）第 1 項には「校長は学校







2004 年「初・中等教育法」改正による大きな変化は専門相談教師の資格が 1 級と 2 級に細分
化されたことである。表 2 の専門相談教師の資格基準をみると，3 年以上の教職経験を有する現
職教員が所定の養成課程を受けることで資格が得られるとの改正前の基準は改正後の 1 級の①
－  －
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出典：初・中等教育法（2005.12.7 改正）第 21条（教員の資格）関連別表 2（現行） 
 






























出典：教員資格検定令施行規則（2014.9.2改正）第 12条第 3 項別表 4（現行） 
－  －








教育庁の管轄学校が 31 か所以上の場合は 2 名を，管轄学校が 31 か所以下の場合は 1 名を配置
するという計画のもとに，2005年全国 182か所の地域教育庁に 308名が配置された。 
専門相談巡回教師の人事に関しては学校の教師とは異なり，所属する教育行政機関の規定に
従うこととされた。また，勤務形態は，要請のあった学校を対象に巡回相談を行うほか，午前

















に困難さがあるため（チョインシク，2016），「専門相談士」17の配置や 2 校に相談教師 1 名
配置などの対策が提案されている。 
 







































































































に述べたように日本では心理の専門スタッフである SC を，教員とは異なる専門性を持つ者とし 
 
 



























教育力を高める組織的な教育相談体制づくり」2016年 10月 31日 
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注 








2 「初・中等教育法」第 21 条（教員の資格）第 2 項「教師は正教師（1 級・2 級），準教師，
専門相談教師（1 級・2 級），司書教師（1 級・2 級），実技教師，保健教師（1 級・2 級）及
び栄養教師（1 級・2 級）に分け，別表 2 の資格基準に該当する者で，大統領令の定めに従い，
－  －
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教育部長官が検定・授与する資格証をもらった者でなければならない」と定められている。
従来，教員の資格に関する規定は「教育公務員法」（1953 年 4 月 18 日制定）に設けられて
いたが，同法が 1972 年 12 月 16 日に改正され，教員の資格に関する規定が「教育法」第 79




期（1945-1957）胎動期，第 2 期（1958-1972）誕生期，第 3 期（1973-1989）成長期，第 4
期（1990-1998）活性化期，第 5期（1999-2006）多元化期に区分している。 
4 2章，3章 1節はユジョンイ（2006）を参考にして作成した。 
























10 韓国の教育や学術などを担当する国家行政機関である。1948 年 11 月 4 日に文教部として発
足し，1990 年 12 月 27 日に教育部に改称，2001 年 1 月 29 日に教育人的資源部に改称，
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13 国立慶北大学の場合，心理学科で教職課程を履修し，専門相談教師 2 級が取得できるが，専
攻科目 50 単位以上，教職科目 22 単位（教職理論 12 単位，教職教養 6 単位，教育実習 4 単
位）以上履修，教職適性 2 回通過，応急処置及び心肺蘇生法実習 2 回を履修し，専攻平均 75
点以上，教職平均 80 点以上の者を最終合格とみなす。ただ，教職課程が履修できる人数は定
員の 10％に定められている。 













16 保健教師は学校保健法（1967 年 3 月 30 日制定），栄養教師は学校給食法（1981 年 1 月 29





教師文化を形成するという趣旨の下，1980 年代から議論されてきたが 2012 年から本格的に
実施された。首席教師の役割は同僚教師への教授・研究活動の支援及び生徒教育の担当であ
り，15 年以上の教職経験を有する者が志願できる。授業時数は学校の教師 1 名の平均授業時
数の 50％に軽減する。4 年ごとに再審査を受けるが，任期中には管理職の資格は取得できな
い（バクソヨン他，2012）。補職教師は，1971 年に学校規模によって校長，教頭と一般教師
の間に中間管理者として任用された主任教師を 1998年に名称変更したものである。 
－  －
